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○南相馬市小高区復興拠点施設条例施行規則 

平成３０年９月２８日 

規則第４２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、南相馬市小高区復興拠点施設条例（平成３０年南相馬市条例第３４号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（各施設の開業時間） 

第２条 条例第６条第１項の規則で定める施設ごとの開業時間は、別表のとおりとする。 

（利用許可申請） 

第３条 条例第７条第１項の許可を受けようとする占有利用者等は、次の各号の定める施設

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間内に小高区復興拠点施設利用許可申請書兼

利用料金減免申請書（様式第１号）を、条例第５条の休業日を除く日の午前９時から午後

５時までに、指定管理者に提出しなければならない。 

(1) 多世代交流施設・小高はらっぱ・イベント広場 利用しようとする日（以下「利用日」

という。）の６月前から前日まで。 

(2) その他の施設 利用日の２月前から前日まで。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者がやむを得ない理由があると認めたときは、この

限りでない。 

３ 第１項の規定による提出期間の初日が、休業日に当たるときは、その日以降でその日が

最も近い休業日でない日を初日とし、提出期間の最終日が、休業日に当たるときは、その

日以前でその日に最も近い休業日でない日を当提出の期限とみなす。 

（利用許可証の交付） 

第４条 指定管理者は、前条第１項の申請を受けたときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、復興拠点施設利用許可証（様式第２号）を占有利用者等に交付するものとし、

不適当と認めるときは、その旨を占有利用者等に通知するものとする。 

（許可事項の変更等） 

第５条 条例第７条第１項の規定により指定管理者の許可を受けた占有利用者等は、利用許

可事項の変更又は利用許可の取消しをしようとするときは、小高区復興拠点施設利用（変

更・取消）申請書（様式第３号。以下「利用（変更・取消）申請書」という。）により、

指定管理者の承認を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定による利用（変更・取消）申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査し、利用許可された事項の変更又は利用許可の取消しを承認するときは、小

高区復興拠点施設利用（変更・取消）承認書（様式第４号）を占有利用者等に交付するも

のとし、承認しないときは、その旨を占有利用者等に通知するものとする。 

３ 前項の規定により、利用料金に不足が生じるときは、占有利用者等は当該不足分を直ち

に納付しなければならない。 

（利用許可の取消し等） 

第６条 指定管理者は、条例第９条第１項の規定により、利用の許可を取消し、又は利用を
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制限し、若しくは停止するときは、小高区復興拠点施設利用（取消・制限・停止）決定書

（様式第５号）により通知するものとする。 

（物品販売等の許可の申請） 

第７条 条例第１０条の規定により、同条各号に掲げる行為の許可を受けようとする利用者

は、小高区復興拠点施設物品販売等許可申請書（様式第６号。以下「物品販売等許可申請

書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の物品販売等許可申請書の提出があった場合において、その販売等を許可

するときは、小高区復興拠点施設物品販売等許可書（様式第７号）を交付し、許可しない

ときはその旨を利用者に通知するものとする。 

（特別設備等の申請等） 

第８条 占有利用者等は、条例第１２条第１項の規定により、特別の設備等を設置しようと

するときは、小高区復興拠点施設特別設備等設置許可申請書（様式第８号。以下「設置許

可申請書」という。）により、指定管理者の承認を得た上で、市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による設置許可申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

申請を許可するときは、小高区復興拠点施設別設備等設置許可書（様式第９号）を利用業

者等に交付するものとし、許可しないときは、その旨を占有利用者等に通知するものとす

る。 

３ 市長及び指定管理者は、拠点施設の管理上必要があると認めるときは、前項の許可をす

る際にその利用について条件を付すことができる。 

（利用者の遵守事項） 

第９条 復興拠点施設の利用者は、次の事項を守らなければならない。 

(1) 所定の場所以外で喫煙し、又は火気を使用しないこと。 

(2) 騒音を発し、又は暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

(3) 施設、設備等を損傷し、又は汚損する行為をしないこと。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者の指示に従うこと。 

２ 指定管理者は、利用者が前項の規定に違反すると認められるときは、利用を禁止し、又

はその行為を停めるよう指示し、これに従わないときは退場を命ずることができる。 

（損傷等の届出） 

第１０条 利用者は、施設若しくは設備等を毀損し、又は滅失したときは、速やかに指定管

理者に届け出て、その指示に従わなければならない。 

（公募に明示する事項） 

第１１条 市長は、条例第１６条の規定により指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の公募を行う

ときは、次に掲げる事項をあらかじめ明示するものとする。 

(1) 復興拠点施設の概要 

(2) 指定管理者が行う管理の基準 

(3) 指定管理者が行う業務の範囲及び具体的内容 
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(4) 指定の期間 

(5) 利用料金に関する事項 

(6) 市が支払うべき管理の費用（以下「指定管理料」という。）に関する事項 

(7) 申請者の資格要件 

(8) 申請方法及び選定の基準 

(9) その他市長が必要と認める事項 

（指定申請書の提出等） 

第１２条 条例第１８条第１項の規定により指定管理者の指定を受けようとする法人その他

の団体（以下「団体」という。）は、指定管理者指定申請書（様式第１０号）に次に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 管理業務に係る事業計画書及び収支予算書 

(2) 定款、規約その他これらに類する書類 

(3) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書又はこれに準ずるもの 

(4) 団体の経営状況等を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第１３条 市長は、条例第１８条第２項の規定により指定管理者の候補者を選定したときは、

速やかに選定結果を申請団体に通知しなければならない。 

（協定書に定める事項） 

第１４条 条例第２１条の規定により協定で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 復興拠点施設の管理に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 指定管理料に関する事項 

(5) 事業報告に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) 管理の業務に関し知り得た個人情報の取扱いに関する事項 

(8) 管理の業務に関し保有する情報の公開に関する事項 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（利用料金の減免及びその手続） 

第１５条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第２７条により、そ

れぞれ当該各号に定めるところにより条例別表に定める利用料金を減額し、又は免除する

ことができる。 

(1) 国、地方公共団体その他の公共団体が主催し、又は共催して行う事業及び公共的団体

が公共的事業に利用するとき 全額 

(2) 市内に拠点のある法人及び団体、並びに市内に居住する個人が、復興拠点施設の目的

に寄与すると市長が認める行事又は事業のために利用するとき 全額 

(3) 復興拠点施設の目的に寄与すると市長が認める行事又は事業のために利用するとき 
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利用料金の５割に相当する額 

(4) その他指定管理者が特に必要と認めるとき 指定管理者が市長と協議の上定める額 

２ 前項の規定により利用料金の減免を受けようとする者は、第３条第１項の小高区復興拠

点施設利用許可申請書兼利用料金減免申請書（様式第１号）に必要事項を記入し、指定管

理者に提出しなければならない。 

（利用料金の返還及びその手続） 

第１６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、条例第２８条ただし書き

により、それぞれ当該各号に定めるところにより利用料金を返還することができる。 

(1) 指定管理者が公用又は公共用に供するため利用の許可を取り消すとき 全額 

(2) 利用者の責めによらない理由により利用することができないとき 全額 

(3) 事前に使用の取りやめについて文書で届出がある場合 次表に掲げる額 

区分 返還額 

使用日の前日までの場合 全額 

２ 前項の規定により、利用料金の返還を受けようとする者は、小高区復興拠点施設利用料

金返還申請書（様式第１１号）に利用許可書を添えて、指定管理者に提出しなければなら

ない。 

（市長の管理） 

第１７条 第３条から第６条、第８条から第１０条、第１５条、第１６条及び様式第１号か

ら様式第１１号までの規定は、指定管理者に代わって、市長が復興拠点施設の管理を行う

必要が生じた場合について準用する。この場合において、第３条から第６条、第８条から

第１０条、第１５条、第１６条、様式第１号から様式第１１号まで中「利用」とあるのは

「使用」と、「利用料金」とあるのは「使用料」と、第３条第１項及び第２項並びに第４

条から第６条まで中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第８条第１項中「指定管理者

の承認を得た上で、市長に」とあるのは「市長に」と、同条第３項中「市長及び指定管理

者は」とあるのは「市長は」と、第９条第２項、第１０条、第１５条第１項中「指定管理

者」とあるのは「市長」と、第１５条第１項４号中「その他指定管理者」とあるのは「そ

の他市長」と、「指定管理者が市長と協議の上定める額」とあるのは「市長の定める額」

と、第１５条第２項及び第１６条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第１号か

ら様式第５号及び様式第１１号中「指定管理者」とあるのは「南相馬市長」と読み替える

ものとする。 

（その他） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成３１年１月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月３１日規則第２２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

別表（第２条関係） 

施設名称 開業時間 
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北１棟 午前９時から午後９時まで 

北２棟 午前９時から午後９時まで 

北３棟 午前９時から午後９時まで 

南２棟 午前９時から午後９時まで 

広場 午前９時から午後９時まで 

駐車場 午前９時から午後９時まで 

物品販売等施設 物品販売等施設については、入居する事業者等との協議によ

り決定するものとする。 
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